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2030年 
11,662万人 

高齢化率 31.6% 

2050年 
9,708万人 

高齢化率 38.8% 

2100年（中位推計） 
4,959万人 

高齢化率 41.1% 

2100年（高位推計） 
6,485万人 

2100年（低位推計） 
3,795万人 
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（2008年）

12,808 万人

（出典）総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 

○2008年の1億2808万人をピークに減少に転換。中位推計で2050年に
9708万人となる見通し。

１ 日本の総人口の推移と推計 
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３割以上５割未満減少, 

619自治体（34.4％）

３割未満減少, 

269自治体

（15.0％）

維持・増加, 15自治体（0.8％）

1万人未満

523自治体

（全体の29.1％） 1万人以上5万人未満

316自治体

（全体の17.6％）

5万人以上10万人未満

40自治体

（全体の2.2％）

10万人以上

17自治体

（全体の0.9％）

5割以上減少, 896自治体

（49.8％）

20～39歳女性人口の変化率でみた市町村数 20～39歳女性人口が5割以上減少する市町村の
人口規模別にみた内訳

（備考）

 国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）」及びその関連データより作成。

○ 人口減少の要因は、２０～３９歳の若年女性の減少と地方から大都市圏
（特に東京圏）への若者の集中の２点。

○ 推計によると、2040年には全国896の市区町村が「消滅可能性都市」に該当。

うち、523市区町村は人口が   1万人未満となり、消滅の可能性がさらに高い。 

２-(１)「地方消滅」という未来（鍵を握る「若年女性人口」）（日本創成会議）

全国１７９９市区町村
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2040年の日本 

消滅可能性都市のうち、２０４０年に 
人口が１万人未満の市区町村（５２３） 

消滅可能性都市のうち、２０４０年に 
人口が１万人以上の市区町村（３７３） 

２-(２）全国の「消滅可能性都市」の分布（日本創成会議）

※福島県は調査対象外 
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0～14歳 15～64歳

65歳以上 総数

【第1段階】
老年人口増加
年少人口減少

【第2段階】
老年人口維持･微減
年少人口減少

【第3段階】
老年人口減少
年少人口減少（大都市部） （地方の中核市等） （他の地域）

３ 年齢階層別にみた人口減少の推移 

【第１段階】

老年人口増加

生産・年少人口減少

【第2段階】 
老年人口維持・微減 
生産・年少人口減少

【第3段階】 
老年人口減少 
生産・年少人口減少

2010年を100 として各年の推計値を指数化した。 

○人口減少は「３つの減少段階」を経て進む。すでに全国の自治体の 
４４％（７９４市区町村）が「第２段階」「第３段階」に達している。 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

年
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・ 当分の間、我が国では人口減少は避けられない 

・ 一番の問題は、 
人口が減り続ける状態になっていること 

→ ２つのアンバランスが生ずる 

・ 年齢構成のアンバランス（経済、社会保障等の崩壊） 

・ 国土利用のアンバランス（極点社会の出現） 

４ 人口減少の受け止め（日本創成会議） 
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（出典）厚生労働省「人口動態統計」等

第1次ベビーブーム（1947～1949年）
最高の出生数2,696,638人 

ひのえうま（1966年）
1,360,974人 

第2次ベビーブーム 
（1971～1974年） 

2,091,983人 

1.57ショック （1990年） 
1989年：1.57、1,246,802人 

過去最低の合計特殊出生率
1.26 (2005年） 

出

生

数

合
計
特
殊
出
生
率

4.32 

1.58 

2.14 

1.57 

1.26 
1.43 

万人

1947 1960 1980 2000 2014 1990 

５ 合計特殊出生率と出生数の推移 

○出生率は2013年に1.43まで回復。しかし出生数は、2013年約103
万人、2014年は約100万人で、過去最低記録が続いている。

出生数
合計特殊出生率

過去最低の出生数
1,001,000人 

(2014年） 
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６ 都道府県別合計特殊出生率 
○最高は沖縄県の1.94。最低は東京の1.13で極端に低い。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」全国
北海道
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東京圏

大阪圏

名古屋圏

△65万人 

7.4万人 

21.8万人 

＋11万人 

△1万人 

△800人 

△10万人 

1961年 
2014年12月末 高度成長期 安定成長・バブル経済

2011年東日本大震災 

バブル崩壊
万人

地方圏

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

東京圏  ：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県
名古屋圏  ：三重県、愛知県、岐阜県
大阪圏  ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方圏からの転出超過ピーク

35.8万人 

７-(１）転入超過数の推移（1954-2014） 
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東京圏の年齢階層別転入超過数（2010－2014） 90歳以上 
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７-(２）東京圏への転入超過数（2010－2014） 
○東京圏への転入超過数の大半は20-24歳、15-19歳が占める。 
大卒後就職時、大学進学時の転入が考えられる。

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2014年） 東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県合計 グラフ内の人数は百人以下四捨五入 
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2010年 201１年 2012年 2013年 

転

入

転

出

2014年 

9



※第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日） 
国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料 

（２０４０年）

８ 東京圏は高齢化に伴い医療・介護サービスが大幅に不足
 /逆に地方はサービスが過剰に。 

10



Ⅰ．人口減少問題の
克服 

◎2060 年に１億人程度
の人口を確保 

◆人口減少の歯止め 
 ・国民の希望が実現した 

場合の出生率（国民希望
出生率）＝1.8 

◆「東京一極集中」
の是正 

Ⅱ.成長力の確保 
 ◎2050 年代に実質 GDP 
 成長率 1.5〜２%程度維
持 

（人口安定化、生産性向上が実

現した場合）

中長期展望（2060 年を視野） 

「しごと」と「ひと」の好循環作り 

好循環を支える、まちの活性化 

基本目標（成果指標、2020 年） 

※２ 米国では高齢者が移り住み、健康時から介護・医療が必要となる時期まで継続的なケアや生活支

援サービス等を受けながら生涯学習や社会活動等に参加するような共同体（Continuing Care 

Retirement Community）が約 2,000カ所ある。 

①地域産業の競争力強化（業種横断的取組）
 ・包括的創業支援、中核企業支援、地域イノベーション推進、 

対内直投促進、金融支援 

②地域産業の競争力強化（分野別取組）
・サービス産業の付加価値向上、農林水産業の成長産業化、

観光、ローカル版クールジャパン、ふるさと名物、文化・芸術・

スポーツ 

③地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・「地域しごと支援センター」の整備・稼働 

・「プロフェッショナル人材センター」の稼働 

① 地方移住の推進
・「全国移住促進センター」の開設、移住情報一元提供システム整備 

・「地方居住推進国民会議」（地方居住（二地域居住を含む）推進） 

・「日本版 CCRC※２」の検討、普及 

②地方拠点強化、地方採用・就労拡大
・企業の地方拠点強化等 

・政府関係機関の地方移転 

・遠隔勤務（サテライトオフィス、テレワーク）の促進 

③地方大学等創生５か年戦略

「小さな拠点」の形成 

：「小さな拠点」形成数 

定住自立圏の形成促進：協定締結等圏域

数 140 圏域（2014 年４月時点 79 圏域） 

主な施策 

①「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成支援
②地方都市における経済・生活圏の形成（地域連携）
・都市のコンパクト化と周辺等のネットワーク形成 

・「連携中枢都市圏」の形成 

・定住自立圏の形成促進 

③大都市圏における安心な暮らしの確保
④既存ストックのマネジメント強化

①若者雇用対策の推進、正社員実現加速
②結婚・出産・子育て支援

・「子育て世代包括支援センター」の整備 

・子ども・子育て支援の充実 

・多子世帯支援、三世代同居・近居支援 

③仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現（「働
き方改革」）

・育児休業の取得促進、長時間労働の抑制、企業の取組の支援等 

既存ストックのマネジメント強化 

：中古・リフォーム市場規模 20 兆円 

（2010 年 10 兆円） 

地方における安定した雇用を創出する 
◆若者雇用創出数（地方） 

2020 年までの５年間で 30 万人 
◆若い世代の正規雇用労働者等の割合 

2020 年までに全ての世代と同水準 
（15～34 歳の割合：92.2%（2013 年） 
（全ての世代の割合：93.4%（2013 年） 

◆女性の就業率 2020 年までに 73% 
（2013 年 69.5%） 

長期ビジョン 

地方への新しいひとの流れをつくる 
現状：東京圏年間 10 万人入超 
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020 年) 

・地方→東京圏転入 ６万人減 
・東京圏→地方転出 ４万人増 

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像 

総合戦略（2015～2019 年度の５か年） 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を
かなえる 
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を

達成していると考える人の割合 
  40%以上（2013 年度 19.4%） 

◆第１子出産前後の女性継続就業率 
55%（2010 年 38%） 

◆結婚希望実績指標 80%（2010 年 68%） 
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標 

95%（2010 年 93%） 

時代に合った地域をつくり、安心なくらし
を守るとともに、地域と地域を連携する 
◆地域連携数など 

※目標数値は地方版総合戦略を踏まえ設定 

農林水産業の成長産業化 

６次産業市場 10 兆円：就業者数５万人創出 

訪日外国人旅行消費額３兆円へ（2013 年

1.4 兆円）：雇用者数８万人創出 

地域の中核企業、中核企業候補 1,000 社

支援：雇用者数８万人創出 

地方移住の推進 

：年間移住あっせん件数 11,000 件 

企業の地方拠点強化 

：拠点強化件数7,500件、雇用者数４万人増加 

地方大学等活性化：自県大学進学者割合平

均 36%（2013 年度 32.9%） 

若い世代の経済的安定：若者就業率 78% 

（2013 年 75.4%） 

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

：支援ニーズの高い妊産婦への支援実施

100% 

ワーク・ライフ・バランス実現：男性の育児 

休業取得率 13%（2013 年 2.03%）   

主な重要業績評価指標（KPI）（※１） 

※１ Key Performance Indicatorの略。政策ごとの達成す

べき成果目標として、日本再興戦略（2013年６月）でも設

定されている。 

９ 平成26年12月26日 まち・ひと・しごと創生会議（第４回） 
まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」及び「総合戦略」 概要資料 
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長期ビジョン【2060年まで】 

Ⅰ．人口減少問題の克服 
◎2060年に１億人程度の人口 
を維持 

◆ 人口減少の歯止め 
 ・国民の希望が実現した場合
の出生率（国民希望出生率）＝
1.8 

 ◆ 「東京一極集中」の是正 

Ⅱ．成長力の確保 
 ◎2050年代に実質GDP成長率 
1.5〜2%程度維持 

総合戦略【2019年度までの５か年】 

中長期展望 基本目標 
地方における安定した雇用を創出する 
若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で３０万人  等

地方への新しいひとの流れをつくる 
現状：東京圏年間10万人入超 
◆ 地方・東京圏の転出入均衡（2020年） 

・地方→東京圏転入者 ６万人減 
・東京圏→地方転出者 ４万人増 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を 
かなえる 
結婚希望実績指標 80％（2010年68％）
夫婦子ども数予定実績（2.07人）

指標 95％（2010年93％） 等

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを
守るとともに、地域と地域を連携する 
地域連携数など
※目標数値は地方版総合戦略を踏まえ設定

１０ 地方創生 
国の長期ビジョンと総合戦略 （2014.12.27 閣議決定） 
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6,577
6,285

4,792

5,522

現状継続

ケース

経済成長・労働参加ケース

出生率回復
ケース

年平均
減少率：▲0.3%
減少数：▲17万人

年平均
減少率：▲0.9%
減少数：▲53万人

年平均
減少率：▲0.4%
減少数：▲25万人

年平均
減少率：▲1.3%
減少数：▲63万人

社人研中位
推計ケース

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省雇用政策研究会「労働力需給推計」（2014）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」、スウェーデン統計局「労働調査」をもとに作成。 
（注）１．労働力人口は、15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。 

 ２．現状継続ケースは、2012年の性・年齢階級別の労働力率を固定して推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計）。 
 経済成長・労働参加ケースは、女性、高齢者や若年層の労働市場への参加が進むとして推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計） 。例えば、30～49歳の女性の労働力率は、 

  2012年71％→2030年85％に上昇し、Ｍ字カーブは解消すると仮定している。 
  ３．社人研中位推計ケースは、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が推計した2060年の性・年齢別人口に労働力率を乗じたもの。 

  出生率回復ケースは、2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇し、それ以降同水準が維持され、生残率は2013年以降社人研中位推計の仮定値（2060年までに平均寿命が男性84.19年、 
  女性90.93年に上昇）を基に推計した人口に労働力率を乗じたもの。 

  ４．2060年の労働力人口では、上記「１．」の厚生労働省雇用政策研究会推計に加え、女性・高齢者の労働参加が更に進むとし、30～49歳の女性の労働力率を 
 スウェーデン並み（2030年85％→2060年90％）、60歳以上の労働力率を５歳ずつ繰り上げて推計している。 

労働力人口の推計 

◆30～49歳の女性の労働力率を 
    スウェーデン並み（90％） 
◆60歳以上の男女の労働力率を 

 ５歳ずつ繰り上げ

2060 2030 2013 

○ 労働力人口は、 出生率が回復し（2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇）、かつ女性がスウェーデン並みに働
き、高齢者が現在よりも５年長く働いたとしても、 2060年には5,500万人程度まで減少。 

１１ 労働力人口の推計
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サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模(三大都市圏を除く)

医療・福祉 

対企業サービス 

5,500人 6,500人 

52,500人 32,500人 

275,000人 

17,500人 

42,500人 175,000人 

飲食料品小売業

500人 

フィットネスクラブ 

カラオケボックス業

学習塾

ハンバーガー店

9,500人 6,500人 

57,500人 

87,500人 

87,500人 

62,500人 

公認会計士事務所 
275,000人 

77,500人 

175,000人 

500人 

27,500人 17,500人 

税理士事務所 

2,500人 7,500人 

喫茶店

77,500人 

学術・開発研究機関 

175,000人 125,000人 

大学

57,500人 87,500人 

27,500人 

500人 4,500人 

介護老人福祉施設 

27,500人 8,500人 

42,500人 

32,500人 

500人 
5,500人 

介護療養型医療施設

125,000人 

62,500人 

77,500人 92,500人 

500人 

学術研究、 
教育・学習支援 

小売 

宿泊・飲食サービス 

生活関連サービス 

金融 

175,000人 275,000人 

37,500人 

275,000人 

介護老人保健施設

9,500人 22,500人 

0人～ 5千人～ 1万人～ 2万人～ 5万人～ 10万人～ 20万人～ 50万人～ 

郵便局 銀行

一般病院一般診療所

博物館・美術館

訪問介護事業

法律事務所

（出典）各種資料を基に国土交通省国土政策局作成
（注）三大都市圏を除く。

17,500人 5,500人 

遊戯場

飲食店

救命救急センター

百貨店

映画館

スターバックス・コーヒー

有料老人ホーム

大型ショッピングセンター

人口10万人以上の都市（概ね
30万人以上の都市圏に相当）

には高度なサービス施設が
立地

地方のサービス業の雇用が
消失するおそれ

（地方の第3次産業の就業比率は65％） 

30万人以上の都市圏 (注)

は2010年・・・64 

2050年・・・45 へ激減 

１２ 都市人口の縮小によるサービス提供機能と雇用の消失 
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１３-(１) コンパクトな拠点とネットワーク 
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１３-(２) 再開発・コンパクトシティの取組事例 

マルヤガーデンズ （鹿児島県鹿児島市） 高松壱番館 （香川県高松市） 

青森県青森市 岩手県北上市 
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①

②

③

 連携中枢都市圏の意義とは 
 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な

連携を可能とする「連携協約」の制度を導入

（平成26年11月１日施行）



国費による事業（９事業）を実施中

 平成27年度も、国費により支援（Ｈ27当初予算案2.0億円）

 同事業を検証し、平成27年度から本格的に

地方交付税措置を講じて全国展開を図る

 連携中枢都市圏形成のための手続
き連携中枢
都市宣言 

連携協約
の締結 

都市圏ビジョン 
の策定 は、三大都市圏

○ 具体的な都市（圏）は、来年度、地方公共団体の意向を踏まえた
調査・検討を行った上で確定
なお、従前の「地方中枢拠点都市（圏）」の要件に該当する都市（圏）
※は対象とする
※①地方圏の指定都市、新中核市（人口20万以上）、

②昼夜間人口比率おおむね１以上
を満たす都市（  ）を中心とする圏域

⇒現時点で、全国で６１都市圏が該当

１４　連携中枢都市圏の取組の推進 

旭川市

札幌市

函館市

青森市

八戸市

鹿児島市

大分市

宮崎市

長崎市

久留米市

福岡市

熊本市

佐世保市

佐賀市

福山市

下関市
広島市

北九州市

岡山市

呉市

松江市

高知市

松山市 高松市

徳島市

四日市市和
歌山市

津市

倉敷市

鳥取市

姫路市

富山市

金沢市

岐阜市

長野市

福井市

豊田市

静岡市

浜松市

富士市

沼津市

松本市

甲府市 つくば市 

水戸市

長岡市
高崎市

那覇市

郡山市 いわき市

福島市

仙台市

盛岡市

秋田市

山形市

太田市

伊勢崎市

新潟市

宇都宮市前
橋市

上越市

平成26年度は、連携中枢都市圏形成の準備に

向けた支援を行い、先行的なモデルを構築するため、

圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

 連携中枢都市圏をいかに実現するか 

 連携中枢都市圏に何が求められているのか 
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H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.1.1

 中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な 

生活機能を確保する「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。

基本的考え方～集約とネットワーク化～

協定締結等圏域数

（団体・圏域数）

定住自立圏構想の取組状況 
団体

圏域
団体 中心市宣言団体数

協定締結等団体数 
延べ３９０団体
（H27.1.1時点） 

ビジョン策定団体数

定住自立圏形成へ向けた手続き～国への申請や国の承認が必要ない分権的な仕組～

○人口５万人程度以上

○昼夜間人口比率１以上

○原則３大都市圏外  等

○中心市と近接し、経済、

社会、文化又は住民生
活等において密接な関
係がある市町村

①中心市宣言

中心市 
近隣市町村 

定住自立圏に取り組む市町村に対する支援

③定住自立圏共生ビジョン
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載 

②定住自立圏形成協定
中心市と近隣市町村が１対１で、 

議会の議決を経て締結 

 各省による支援策 

特別交付税 

・産業振興・教育分野など、定住自立圏構想推進

のための関係各省による事業の優先採択

・包括的財政措置（平成26年度から大幅に拡充） 
（中心市 4,000万円程度→8,500万円程度） 

 （近隣市町村 1,000万円→1,500万円）  
・外部人材の活用  

・地域医療に対する財政措置   等 

１５-(１)「定住自立圏構想」の推進
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※各団体の協定書から総務省作成。全体整理の観点から取組を分類したため、各団体による協定書の分類の合計とは必ずしも一致しない。

 

 

 

 

定住自立圏８３圏域（平成２７年１月１日時点）における主な取組例と圏域数 

市町村間の役割分担による生活機能の強化 

医師派遣、適正受診の啓発、休日
夜間診療所の運営等 

福 祉 介護、高齢者福祉、子育て、障が
い者等の支援 

教 育 図書館ネットワーク構築、文化・スポーツ
交流、公共施設相互利用等 

産業振興 

環 境 

市町村間の結びつきやネットワークの強化 

地域公共交通 

ＩＣＴインフラ整備・利活用 

交通インフラ整備 

地産地消 

合同研修・人事交流 外部専門家の招へい 

広域観光ルートの設定、農産物のブ
ランド化、企業誘致等 

低炭素社会形成促進、バイオマス
の利活用等 

地域公共交通のネットワーク化、
バス路線の維持等 

生活道路の整備等

学校給食への地元特産物の活用、
直売所の整備等 

共同空き家バンク、圏域内イベント
情報の共有と参加促進等 

メール配信による圏域情報の共有等 

医 療 

圏域マネジメント能力の強化 

交流移住 

８３圏域 

６４圏域 

６７圏域 

７９圏域 

３４圏域 

７９圏域 

３６圏域 

５０圏域 

４０圏域 

６２圏域 

６９圏域 ３１圏域 
医療、観光、ＩＣＴ等の 
専門家を活用 

合同研修の開催や 
職員の人事交流等 

○政策分野別取組状況

１５-(２)定住自立圏における取組例 
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１６「小さな拠点」 
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年齢階層別将来推計人口（2010＝100） 

総人口 0～14歳 
15～64歳 65歳以上 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

総人口 2,860,750 2,825,397 2,766,671 2,688,800 2,598,805 2,498,685 2,391,476 

老年人口 
（65歳以上） 

686,220 793,756 838,517 844,283 839,427 840,003 864,366 

高齢化率 24.0% 28.1% 30.3% 31.4% 32.3% 33.6% 36.1% 

生産年齢人口
（15～64歳） 

1,787,519 1,664,247 1,586,941 1,533,427 1,475,690 1,391,427 1,271,089 

年少人口 
（0～14歳） 

387,011 367,394 341,213 311,090 283,688 267,255 256,021 
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総人口・将来推計人口（1955-2010-2040） 

１７【広島県】総人口・将来推計人口 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所 
  「都道府県別人口」 「地域別将来推計人口」 

○社人研推計では2040年までに約47万人減。高齢化率は24％から
36％に。65歳以上の高齢者は増加を続けるが、その他の年齢階
層は減少に転じ、総人口も減少し続ける（第1段階）。

年齢階層別将来推計人口（2010‐2040）（中位推計ＴＦＲ1.35） 

千人

推計 126 

84 

71 
66 
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1954 1956 1958 1960 1962 1964 1966 1968 1970 1972 1974 1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 

転入超過数（1954-2014） 

４ 人口減少の２つの要因 １８【広島県】転入超過数推移（1954-2014） 
○他の地方県と異なり、1960年代の高度成長期は転入超過が続い
た。石油ショック以降は一貫して転出超過が続く。

千人
高度成長期 安定成長・バブル経済

（参考）全国転入超過数推移（1954-2014） 

1978年転出ピーク（△1万3千人） 
（出典）総務省住民基本台帳人口移動報告 

バブル崩壊

阪神淡路大震災
東日本大震災

リーマンショック

1975年新幹線開通 

東京圏

大阪圏

名古屋圏

地方県
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15～19歳, -18 

15～19歳, -27 15～19歳, 11 

15～19歳, -29 
15～19歳, -187 

20～24歳 
 -1402 

20～24歳 
 -1273 

20～24歳 
 -1472 

20～24歳 
 -1653 

20～24歳 
 -1535 

25～29歳, -92 

25～29, 0 

25～29歳, -362 

25～29歳, -436 

25～29歳, -301 

-3000 

-2500 

-2000 

-1500 

-1000 

-500 

0 

500 

1000 
転入超過数（2010-2014） 90歳以上 

85～89 

80～84 

75～79 

70～74 

65～69 

60～64 

55～59 

50～54 

45～49 

40～44 

35～39 

30～34 

25～29 

20～24 

15～19 

10～14 

5～9 

0～4歳 

１９【広島県】年齢階層別転入超過数（2010-2014） 

○他地方県と比較して、15－19歳の転出は少ない。
○転出の大部分は20ー24歳。近年は25－29歳の転出も増加傾向。

転

入

転

出

（出典）総務省住民基本台帳人口移動報告

2010年 201１年 2012年 2013年 

人

2014年 
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２０【広島県】地域別転入・転出者数（2010-2014） 
○転入・転出共に、東京圏（20％強）、大阪圏（20％弱）、岡山
県、山口県で全体の約60％を占める。

（出典）総務省住民基本台帳人口移動報告 

東京圏  ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 
大阪圏  ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

人 人

転出入
from A % to B % A-B

東 京 圏 9,270 19.6% 東 京 圏 12,058 24.5%  -2,788
大 阪 圏 8,265 17.5% 大 阪 圏 9,291 18.9%  -1,026
岡 山 県 5,007 10.6% 岡 山 県 4,850 9.9% 157
山 口 県 5,005 10.6% 山 口 県 4,320 8.8% 685
福 岡 県 3,153 6.7% 福 岡 県 3,390 6.9%  -237
島 根 県 2,375 5.0% 名古屋圏 2,141 4.4%  -14
名古屋圏 2,127 4.5% 島 根 県 1,984 4.0% 391
そ の 他 12,063 25.5% そ の 他 11,133 22.6% 930
総 数 47,265 100% 総 数 49,167 100%  -1,902
東 京 圏 10,246 21.4% 東 京 圏 11,502 23.6%  -1,256
大 阪 圏 8,445 17.7% 大 阪 圏 9,162 18.8%  -717
岡 山 県 4,792 10.0% 岡 山 県 4,848 9.9%  -56
山 口 県 4,551 9.5% 山 口 県 4,243 8.7% 308
福 岡 県 3,321 7.0% 福 岡 県 3,469 7.1%  -148
島 根 県 2,237 4.7% 名古屋圏 2,148 4.4%  -147
名古屋圏 2,001 4.2% 島 根 県 2,043 4.2% 194
そ の 他 12,180 25.5% そ の 他 11,315 23.2% 865
総 数 47,773 100% 総 数 48,730 100%  -957
東 京 圏 9,947 21.3% 東 京 圏 11,484 23.2%  -1,537
大 阪 圏 8,069 17.2% 大 阪 圏 9,449 19.1%  -1,380
山 口 県 4,918 10.5% 岡 山 県 5,106 10.3%  -475
岡 山 県 4,631 9.9% 山 口 県 4,141 8.4% 777
福 岡 県 3,071 6.6% 福 岡 県 3,509 7.1%  -438
島 根 県 2,233 4.8% 名古屋圏 2,412 4.9%  -400
名古屋圏 2,012 4.3% 島 根 県 1,989 4.0% 244
そ の 他 11,907 25.4% そ の 他 11,484 23.2% 423
総 数 46,788 100% 総 数 49,574 100%  -2,786

2010

2011

2012

広島県
転入 転出 転出入

from A % to B % A-B
東 京 圏 9,307 20.3% 東 京 圏 11,965 24.5%  -2,658
大 阪 圏 7,945 17.3% 大 阪 圏 9,059 18.5%  -1,114
山 口 県 4,668 10.2% 岡 山 県 4,868 10.0%  -260
岡 山 県 4,608 10.0% 山 口 県 4,066 8.3% 602
福 岡 県 3,080 6.7% 福 岡 県 3,310 6.8%  -230
島 根 県 2,291 5.0% 名古屋圏 2,311 4.7%  -319
名古屋圏 1,992 4.3% 島 根 県 2,008 4.1% 283
そ の 他 12,043 26.2% そ の 他 11,300 23.1% 743
総 数 45,934 100% 総 数 48,887 100%  -2,953
東 京 圏 9,149 20.3% 東 京 圏 11,800 24.7%  -2,651
大 阪 圏 7,773 17.2% 大 阪 圏 8,614 18.1%  -841
山 口 県 4,573 10.1% 岡 山 県 4,989 10.5%  -469
岡 山 県 4,520 10.0% 山 口 県 4,114 8.6% 459
福 岡 県 3,014 6.7% 福 岡 県 3,238 6.8%  -224
島 根 県 2,197 4.9% 名古屋圏 2,327 4.9%  -261
名古屋圏 2,066 4.6% 島 根 県 1,855 3.9% 342
そ の 他 11,779 26.1% そ の 他 10,773 22.6% 1,006
総 数 45,071 100% 総 数 47,710 100%  -2,639

2013

2014

広島県
転入 転出
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1 2 3 4 5 総計

0 2 5 1 0 8

0.0% 6.7% 16.7% 3.3% 0.0% 26.7%

0 2 9 0 0 11

0.0% 6.7% 30.0% 0.0% 0.0% 36.7%

0 3 6 0 0 9

0.0% 10.0% 20.0% 0.0% 0.0% 30.0%

0 0 2 0 0 2

0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 0.0% 6.7%

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総計 0 7 22 1 0 30

0.0% 23.3% 73.3% 3.3% 0.0% 100.0%

1

2

3

4

5

自然増減の影響度

社
会
増
減
の
影
響
度

注）影響度の考え方：社人研の市区町村別推計データと、2030年までに出生率2.1、および転出入が±ゼロになった場合の推計データとを比較する。 

自然増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現した場合の社人研推計に対する人口増減率 

    １＝100％未満 ２＝100～105％未満 ３＝105～110％未満 ４＝110～115％未満 ５＝115%以上の増加  

社会増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現し、かつ転出入が±ゼロになった場合の、社人研推計で2030年までに合計特殊出生率＝2.1と 

     なった場合に対する人口増減率 １＝100％未満 ２＝100～110％未満 ３＝110～120％未満 ４＝120～130％未満 ５＝130%以上の増加 

○地域によって自然増減、社会増減の影響度は異なる。
○広島県は自然増減の影響度が比較的大きい。

（出典）日本創成会議、北海道総合研究調査会資料

広島県30市町の影響度の分布 

２１【広島県】将来推計における社会増減、自然増減の影響度 

例）島根県19市町村の影響度の分布 

1 2 3 4 5 総計

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 2 2 0 0 5

5.3% 10.5% 10.5% 0.0% 0.0% 26.3%

0 7 4 0 0 11

0.0% 36.8% 21.1% 0.0% 0.0% 57.9%

0 2 1 0 0 3

0.0% 10.5% 5.3% 0.0% 0.0% 15.8%

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総計 1 11 7 0 0 19

5.3% 57.9% 36.8% 0.0% 0.0% 100.0%

自然増減の影響度

社
会
増
減
の
影
響
度

1

2

3

4

5
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２２【参考】自然増減・社会増減の影響度（自治体名） 
  自治体別合計特殊出生率 

自然増減・社会増減の影響度（自治体名） 自治体別合計特殊出生率（降順）

自治体別ＴＦＲ【出典】厚生労働省人口動態統計特殊報告平成20-24年人口動態 
  保健所・市区町村別統計

県別ＴＦＲ【出典】厚生労働省人口動態統計（2013年） 広島県1.57（2013） 

1 2 3 4 5 総計
0 2 5 1 0 8

安佐南区,坂
町

南区,西区,安芸区,佐伯区,
東広島市

中区 26.7%

0 2 9 0 0 11

 北広島町,
世羅町

東区,安佐北区,三原市,
尾道市,福山市,廿日市市,
安芸高田市,府中町,
大崎上島町

36.7%

0 3 6 0 0 9

三次市,庄原
市,神石高原
町

呉市,竹原市,府中市,大竹
市,海田町,熊野町

30.0%

0 0 2 0 0 2

江田島市,安芸太田町 6.7%

0 0 0 0 0 0

0.0%

総計 0 7 22 1 0 30
0.0% 23.3% 73.3% 3.3% 0.0% 100.0%

自然増減の影響度

社
会
増
減
の
影
響
度

1

2

3

4

5

Ｎｏ 自治体名 ＴＦＲ
1 神石高原町 1.87
2 三次市 1.85
3 庄原市 1.81
4 広島市 安芸区 1.78
5 北広島町 1.76
6 世羅町 1.74
7 広島市 安佐南区 1.71
8 福山市 1.71
9 安芸高田市 1.66
10 府中町 1.65
11 海田町 1.65
12 東広島市 1.64
13 安芸太田町 1.63
14 坂町 1.57
15 三原市 1.56
16 大崎上島町 1.56
17 呉市 1.55
18 府中市 1.55
19 熊野町 1.54
20 尾道市 1.53
21 広島市 東区 1.51
22 広島市 佐伯区 1.48
23 竹原市 1.47
24 大竹市 1.47
25 江田島市 1.47
26 広島市 西区 1.42
27 広島市 安佐北区 1.39
28 廿日市市 1.39
29 広島市 南区 1.35
30 広島市 中区 1.09
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２３【参考】市区町村別転出入者数（2014年） ※県内移動含む

 34  広    島     県  103,066  55,508  47,558  105,705  56,604  49,101 -2,639 -1,096 -1,543

  100 広    島    市  58,030  30,624  27,406  57,655  30,599  27,056  375  25  350

  101 中  区  9,413  4,972  4,441  8,578  4,386  4,192  835  586  249

  102 東  区  5,676  2,970  2,706  6,332  3,396  2,936 -656 -426 -230

  103 南  区  7,970  4,352  3,618  7,141  3,933  3,208  829  419  410

  104 西  区  10,286  5,351  4,935  10,624  5,638  4,986 -338 -287 -51

  105 安  佐  南  区  11,388  5,997  5,391  11,392  6,053  5,339 -4 -56  52

  106 安  佐  北  区  4,276  2,116  2,160  4,716  2,402  2,314 -440 -286 -154

  107 安    芸    区  3,270  1,822  1,448  3,560  1,976  1,584 -290 -154 -136

  108 佐    伯    区  5,751  3,044  2,707  5,312  2,815  2,497  439  229  210

  202 呉  市  6,020  3,661  2,359  6,924  3,967  2,957 -904 -306 -598

  203 竹    原    市  648  355  293  823  406  417 -175 -51 -124

  204 三    原    市  2,221  1,178  1,043  2,591  1,325  1,266 -370 -147 -223

  205 尾    道    市  3,166  1,670  1,496  3,620  1,887  1,733 -454 -217 -237

  207 福    山    市  10,053  5,447  4,606  10,432  5,620  4,812 -379 -173 -206

  208 府    中    市  838  440  398  1,026  506  520 -188 -66 -122

  209 三    次    市  1,280  702  578  1,612  853  759 -332 -151 -181

  210 庄    原    市  789  394  395  929  459  470 -140 -65 -75

  211 大    竹    市  1,035  553  482  1,068  581  487 -33 -28 -5

  212 東  広  島  市  6,655  3,686  2,969  6,245  3,478  2,767  410  208  202

  213 廿  日  市  市  3,586  1,839  1,747  3,772  1,977  1,795 -186 -138 -48

  214 安 芸 高 田 市  769  433  336  844  456  388 -75 -23 -52

  215 江  田  島  市  1,181  799  382  1,413  897  516 -232 -98 -134

  302 府    中    町  2,414  1,265  1,149  2,220  1,134  1,086  194  131  63

  304 海    田    町  1,508  834  674  1,364  725  639  144  109  35

  307 熊    野    町  611  306  305  619  337  282 -8 -31  23

  309 坂  町  610  392  218  745  460  285 -135 -68 -67

  368 安 芸 太 田 町  170  84  86  237  109  128 -67 -25 -42

  369 北  広  島  町  561  320  241  523  281  242  38  39 -1

  431 大 崎 上 島 町  336  229  107  295  185  110  41  44 -3

  462 世    羅    町  379  202  177  481  237  244 -102 -35 -67

  545 神 石 高 原 町  206  95  111  267  125  142 -61 -30 -31

転入超過数（－は転出超過）

総　数 男 女

他市区町村からの転入者数 他市区町村への転出者数

総　数 男 女 総　数 男 女
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